「社会を明るくする運動」助成金交付要綱
（趣旨）

１　この要綱は「社会を明るくする運動」の実施にあたり、地区推進委員会や地区住民集会に要する経費に対し予算の範囲内で助成金を交付することに関して必要な事項を定めるものとする。

（交付対象者）

２　助成金の対象となる者は、長野市内　第一、第二、第三、第四、第五、芹田、古牧、三輪、吉田、古里、柳原、浅川、大豆島、朝陽、若槻、長沼、安茂里、小田切、芋井、篠ノ井、松代、若穂、川中島、更北、七二会、信更、豊野、戸隠、鬼無里、大岡、信州新町、中条の各地区「社会を明るくする運動」推進委員会、及び長野市社会福祉協議会会長（以下「市社協会長」という）が適当と認める団体とする。
（対象事業及び助成金）

３　助成金の対象となる事業は次のものとする。

（1）地区推進委員会の開催
１地区につき1回を限度とし、予算の範囲内とする
（2）地区住民集会等の開催

１地区につき1回を限度とし、予算の範囲内とする。

（地区住民集会等の内容）
４　助成金の対象となる活動とは次のものとする。ただし、保護司会・更生保護女性会独自で計画し、地域役員のみの研修会や視察等は助成の対象としないものとする。
（1）「社会を明るくする運動」のポスターの掲出・リーフレットの配布並びに駅頭・街頭
にてチラシ・パンフレット等の配布等。
（2）テレビ・ラジオ・有線放送等各種放送メディアへ地域としての出演を含む啓発活動。
（3）広く地区内に回覧などを回して行う「社会を明るくする運動」の趣旨に沿う一般住民
参加の講演会・映画会やビデオ上映会等。
（4）運動の効果的な推進を図るため、他組織と連携して行う「社会を明るくする運動」の
趣旨に沿った集会・講演会・映画会・ビデオ上映等。

（5）「あいさつ運動」の推進を図り、集会・街頭等で啓発活動等。

（6）上記以外でも「社会を明るくする運動」の趣旨に沿い、市社協会長が認めたもの。
（助成金の交付申請及び実績報告）

５　地区推進委員会に対する助成金の交付については、あらかじめ交付申請書兼請求書（様式第１号）を提出し、事業終了後は、すみやかに実績報告書（様式第３号）を提出する。

２　地区住民集会等に対する助成金の交付については、交付申請書（様式第２号）を提出する。
　３　前２項の添付書類等として、活動を住民に知らせたチラシ・回覧・ポスター・会の通知等に、当日の活動の様子がわかる写真等をつける。

（助成金の交付）

６　地区推進委員会の交付金は毎年７月中に交付する。
２　地区住民集会等の助成金申請は第１期９月末日を締め切りとし、助成金は１０月中に交付する。

３　第２期は２月末日を締め切りとし、３月中に交付する。
（財源）

７　この財源は共同募金の配分金をもってあてる。

（補則）
８　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市社協会長が別に定める。

附　則
　この要綱は、平成21年6月1日から施行する。

　　　
附　則

この要綱は、平成22年6月1日から施行する。

附　則

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。

